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【緒言】物体の一部を短時間加熱して他の部分より温度を高くすると、時間経過とともにその熱が物

体全体に広がり、最終的には均一な温度となる。このような時間変化に伴う熱の移動は、熱拡散率と

定義される。固体材料の熱拡散率は、レーザーフラッシュ法やステップ加熱法など、光加熱による温

度応答を計測し導出するのが一般的である 1)。高精度な薄膜試料の熱拡散率の算出には十分な厚みを要

し、また面内の光加熱を均一化し、1 次元熱伝導近似法における誤差の影響を低減することが求められ

る。本法では、酸水素炎を用いた簡便な熱拡散率の測定を提案する。試料を回転治具に固定し回転し、

周期的に熱源である酸水素炎を通過させ、加熱と冷却を繰り返す。この時、周期的に一定出力の熱を

入力していることから、レーザーフラッシュ法等と同様に試料の表面と裏面の温度を測定できれば、

その場で簡素かつ容易に熱拡散率を得られないかと考えた。本法では、大気開放型化学気相析出(CVD)

法で得られる不純物や結晶欠陥が非常に少ないセラミックス膜（TiO2）2)をモデルに、酸水素炎を用い

たセラミックス薄膜の熱拡散率測定を試みた。 

【実験方法】オルトチタン酸テトライソプロピル(TTIP)を出発原料として、大気開放型 CVD 装置を用

いて二酸化チタン膜を作製した。TTIP を気化器に装填し、80℃で気化させた。気化した原料ガスを輸

送するキャリアガスには N2ガスを使用し、流量は 3 L/min としてノズルから基板に吹き付けた。配管、

ノズル温度は内部での析出を防ぐため 110℃に設定した。基板を加熱するための加熱台温度は 400、500、

600℃で変化させ、それぞれ 2 時間製膜した。ノズルと基板との距離は実験を通して 25 mm で一定と

した。基板として、多結晶アルミナ基板(25×60×0.5 mm3)を使用した。各試料の結晶構造は X 線回折

(XRD)法を用いて評価した。Figure 1 に熱拡散率測定装置の概略図を示す。熱入力はスプレーガン(6P-Ⅱ: 

Sulzer Metco 製)にて行い、熱源として酸水素炎(H2：32.5 L/min、O2：43.0 L/min)を用いた。試料を上下

から挟み回転治具に固定し、60 rpm で回転し周期的に熱入力した。このとき、K 型熱電対を用いて試

料表面温度及び裏面温度の経時変化を測定した。また、熱入力開始時から 100 sの温度応答を、データ

ロガー（SHTDL4-Hispeed: SysCom 製）にて 10 ms間隔で記録した。測定した温度の経時変化から位相

差を求め、熱拡散率及び熱伝導率を算出した。 

【結果と考察】XRD 結果より多結晶アルミナ基板上の試料は、アナターゼ型の TiO2(正方晶)の ICDD

カードと一致するピークを確認した。Figure 2 に多結晶アルミナ基板と多結晶アルミナ基板に 600℃の

条件で製膜した試料の熱拡散率測定のプロファイルを示す。位相差から算出された熱拡散率は基板、

600℃の試料でそれぞれ 6.37×10-8 m2/s、6.34×10-8 m2/s となり、製膜後が製膜前より小さな値となった。

また、90 sから 100 sにおける裏面と表面の温度差は、基板に比べて 600℃の試料が大きくなった。得

られたプロファイルの詳細、ならびに算出された熱伝導率に関しては、当日詳細に議論する。 

Fig.1. 熱拡散率測定装置の概略図. Fig.2. 酸水素炎を用いて得られた試料の温度プロファイル. 
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